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受 託 研 究（製 造 販 売 後 調 査）契 約 書
受託者  国立大学法人福井大学学長  　　　　　（以下「甲」という。）と委託者　　　　　　（以下「乙」という。）は、次の条項により製造販売後調査に関する受託研究契約を締結する。

第１条 甲は、次の製造販売後調査を乙の委託により実施するものとする。

(1) 調査課題               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(2) 調査区分               　　　　　　　

(3) 予定症例数             　　症例
(4) 診療科（部）名         　　　　　　　
(5) 調査責任者名           　　　　　　　

(6) 調査分担者名           　　　　　　　　　　　　　　
(7) 調査に関する経費       金　　　　　　　円（消費税額及び地方消費税額を含む。）

(8) 調査期間               契約締結日から西暦　　年　　月　　日

(9) 実施医療機関           福井大学医学部附属病院   

第２条 甲乙双方は、医薬品の製造販売後の調査及び試験の実施の基準に関する省令（平成１６年厚生労働省令第１７１号）又は、医療機器の製造販売後の調査及び試験の実施の基準に関する省令（平成１７年厚生労働省令第３８号）及び医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生医療等製品の製造販売後安全管理の基準に関する省令（平成１６年厚生労働省令第１３５号）を遵守するものとする。
第３条 乙は、第１条の調査に要する経費（以下「調査費」という。）を国立大学法人福井大学財務担当役の発行する請求書により、請求書に指定する期限までに支払うものとする。
　　　なお、調査費を請求書に指定する期限までに支払わなかったときは、期限の翌日から納入の日までの日数に応じ、その未納額に年３％の割合で計算した延滞金を支払うものとする。
第４条　甲は、乙が納入した調査費は、これを返還しないものとする。
第５条　甲は、乙が納入した調査費に不足を生じた場合は、乙と協議し、その不足額を乙に負担させることができるものとする。
第６条　乙は、製造販売後調査の委託を一方的に中止することはできないものとする。
第７条　甲は、天災その他やむを得ない事由があるときは、製造販売後調査を中止又は期間を延長することができるものとする。この場合において、甲は、その責を負わないものとする。
第８条　製造販売後調査の実施に起因して、被験者に対する損害が発生し、かつ、甲に賠償責任が生じたときは、その　　損害が甲の責に帰すべき場合を除き、その一切の責任は乙が負担するものとする。
第９条　調査費により取得した物品は、甲に帰属するものとする。
第10条　製造販売後調査の結果生じた知的財産権は、甲に帰属するものとし、甲は乙に対して、これを無償で使用させ、　又は譲渡することができない。
第11条　甲は、製造販売後調査が終了し、又は中止したときは、調査責任者をしてその結果を乙に通知しなければならない。
第12条　甲及び乙は、その役員及び従業員が暴力団関係者、総会屋、その他これらに準ずる者（以下、「反社会的勢力」とする。）に該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。

２　甲及び乙は、他方当事者の役員または従業員が反社会的勢力と関係を有した場合、又は有していたことが判明した場合、特段の催告を要せず本契約を直ちに解除することができるものとし、解除に基づき他方当事者に損害が生じたとしても、賠償その他一切の措置を講じることを要しないものとする。

第13条　甲は、日本製薬工業協会の規定する透明性ガイドラインに従って定められた乙の「企業活動と医療機関等との関係の透明性に関する指針」に基づき、乙が甲に支払った対価である「研究費開発費等」を公開することについて同意する。
第14条　この契約に定めのない事項については、甲乙協議のうえ決定するものとする。
第15条　本契約に関する訴えの管轄は、福井大学所在地を管轄区域とする福井地方裁判所とする。

　上記の契約の成立を証するため、この契約書は２通作成し、甲乙双方が記名押印のうえ、各１通を所持するもの
とする。
           西暦　　年　　月　　日

                                    甲  福井県福井市文京３丁目９番１号

                                        国立大学法人福井大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学長　　　　　　　　　　
                                    乙  

